
番号 制度名

特定農産加工品生産設備等の特別償却（米穀の新用途への利用の促進に関する法律）

農業経営基盤強化準備金及び準備金を活用して農用地等を取得した場合の課税の特例

特定地域における工業用機械等の特別償却（振興山村として指定された地区）

過疎地域における事業用設備等に係る特別償却の延長

半島振興対策実施地域における工業用機械等の特別償却制度の延長

離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る特別償却制度の延長

奄美群島における工業用機械等に係る特別償却制度の延長（奄美群島）

技術研究組合の所得計算の特例

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除

中小企業者等の試験研究費に係る特例措置

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

金融商品取引法等の一部改正に伴う所要の税制措置

商業・サービス中小企業活性化税制

農林水産業等の税制対応を円滑化するための特例措置

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の所得の特別控除

換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例（土地改良事業）

特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除農水24
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番号 制度名

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除（林地保有の合理化）

転廃業助成金等に係る課税の特例

特定の基金に対する負担金等の必要経費算入の特例

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例（漁業信用基金協会）

特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例（ジェイエフマリンバンク支援協会）

特定の交換分合により土地等を取得した場合の課税の特例

特定の交換分合により土地等を取得した場合の課税の特例

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除農水36

農水30

農水31

農水32

農水33

農水34

農水35

農水25
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農水28

農水29
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別添１

○「租税特別措置等により達成しようとする目標」についての考え方

１ 本措置を活用することが想定される意欲ある者について
本措置を活用し、林業経営規模を拡大し、効率的かつ安定的な林業経営を目指す

意欲ある者は、現状において一定規模以上の森林を保有している林家の一部である
と想定される。
このような意欲ある者を、５０ha以上の森林を保有している林家のうち、30％程

度と想定する。
２０１０年世界農林業センサス（組替集計）によれば、これらの者の保有する森

林面積は、３８万ha程度と試算される。
１２８万ha×３０％＝３８万ha
注：128万haは、50ha以上の森林 所有している林家の保有森林の総面積を

２ 「１」の意欲ある者が進める森林施業計画の作成の増加面積について
森林経営計画につながる、長期施業受委託契約が必要となる私有林における森

林組合の認定請求により作成された森林施業計画の作成率は、平成20年度 16％、
平成21年度 18％、平成22年度 19％と毎年度１％程度増加していることから、こ
の期間において 「１」の意欲ある者による森林経営計画につながる森林施業計、
画の作成率も、毎年度１％程度増加していると考えられる。
したがって 「１」の意欲ある者による森林経営計画につながる森林施業計画、

は、平成20～22年度にかけて毎年度３，８００ha程度増加しているものと考えら
れる。

３８万ha×１％＝３，８００ha ・・・・達成目標①に関する増加面積

○「租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況」についての検証

（ ）３ １ ・ ２ と本措置により譲渡された林地面積との関係について「 」「 」 別添1-別紙

本措置により譲渡された林地面積の実績は、
平成21年度 ７６３ha
平成22年度 １，３８３ha
平成23年度 ９６８ha（見込）
となっている。
アンケート結果から本税制の寄与度９３％を考慮した上で計算すると、これらは、
「１」の意欲ある者が、平成20～23年度にかけて森林経営計画につながる森林施業
計画を毎年度増加させた面積に対して、１９～３４％（平均２６％）に相当する。

１９％平成21年度 763ha ×93％÷3,800ha＝
平成22年度 1,383ha×93％÷3,800ha＝ 達成目標の実現状況３４％

(見込)平成23年度 968ha ×93％÷3,800ha＝２２４％

【農水25】
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別添３

林地保有の合理化に伴い実施される森林施業による効果（試算）

本措置により、林地の譲渡を受けた者は、森林施業計画（平成24年度以降は森林経営計
画を含む ）に基づき、最低でも５年間は、森林施業を継続するものとして試算した。。

【森林施業の実施に伴う雇用創出による税収】
平成23年3月林政審議会資料(バックデータ)(別添3-別紙)によ(施業種毎の雇用創出の効果)

り算出
○ 間伐による効果（ha当たり （４回の合計（30、40、50、60年生時に実施 ）） ）

６７．２人日/ha
○ 主伐による効果（ha当たり）

４６．７人日/ha
○ 造林・保育による効果（ha当たり）

８６．８人日/ha
○ 合計（間伐、主伐、造林・保育の計）

２００．７人日/ha

所得税（税率10% 、12,500円/人日は作業員の賃金（各年度の税収の見込み） ）
○ 平成21年度

（763ha÷80年）×200.7人日/ha×12,500円/人日×10％×5年＝11,964千円
○ 平成22年度

（ ）（ ）1,383ha÷80年 ×200.7人日/ha×12,500円/人日×10％×5年＝21,685千円 アア
○ 平成23年度

（968ha÷80年）×200.7人日/ha×12,500円/人日×10％×5年＝15,178千円
＊各年度の実績を80年で割る理由は、森林施業の１サイクル＝80年で割り、1年当たりの
金額を求めたもの。
＊作業員の賃金は （ 別紙）の人件費から算出。、 別添3-
（16,000円円/人日＋14,000円/人日）÷2÷1.2＝12,500円/人日

【森林施業の実施に伴う木材販売による税収】
平成23年３月 林政審議会資料（バックデータ）により算出（施業種毎の木材販売の効果）

○ 間伐による効果（ha当たり （４回の合計（30、40、50、60年生時に実施 ）） ）
１，９８０千円/ha

○ 主伐による効果（ha当たり）
３，５００千円/ha

○ 合計（間伐、主伐の計）
５，４８０千円/ha

消費税（税率5%）（各年度の税収の見込み）
○ 平成21年度

（763ha÷80年）×5,480千円×5％×5年＝13,066千円
○ 平成22年度

（イ）（1,383ha÷80年）×5,480千円×5％×5年＝23,684千円
○ 平成23年度

（968ha÷80年）×5,480千円×5％×5年＝16,577千円

（ ア）+（イ ）×税制の寄与度９３％【見込まれる税収増の合計】 （ ）
○ 平成21年度

23,277千円（11,964千円 ＋13,066千円）×93%＝
○ 平成22年度

（21,685千円 ＋23,684千円）×93%＝ 税収の増額42,193千円
（ ）○ 平成23年度 税収減を是認する効果

29,532千円（15,178千円 ＋16,577千円）×93%＝
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